
 

平成 17 年３ 月期   個別中間財務諸表の概要 平成 16 年 11 月 22 日 

上 場 会 社 名 オリコン株式会社 上 場 取 引 所   株式会社大阪証券取引所 

コ ー ド 番 号    ４８００  ヘラクレス市場 

（ＵＲＬ http://www.oricon.jp/ ）           本社所在都道府県  東京都 

代  表  者  代表取締役社長   小池  恒 

問合せ先責任者  執行役員経理本部長 峯岸 幸久    ＴＥＬ ( 03 ) 3405 － 5252 

決算取締役会開催日 平成 16 年 11 月 22 日 中間配当制度の有無   ○有 ・ 無 
中間配当支払開始日 平成  －年  －月  －日              単元株制度採用の有無   有(１単元   株)・○無 
 

１ 16年９月中間期の業績(平成 16 年 ４ 月 １ 日～平成 16 年 ９ 月 30 日) 

(1)経営成績 

 売上高 営業利益 経常利益 

 

16年９月中間期 

15年９月中間期 

千円    ％

480,616      △8.3  

523,923       0.3  

千円    ％

97,958       12.8 

86,816     △43.0 

千円    ％

96,278       14.2 

84,307     △39.7 

16年３月期   1,024,508            168,630             165,648             
 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 

（当期）純利益 
 

 

16年９月中間期 

15年９月中間期 

千円    ％

57,303      557.6  

8,714     △73.3  

円   銭

2,239      20   

336      93 

 

16年３月期 57,392             2,228     65   

(注)①期中平均株式数 16年９月中間期 25,591株  15年９月中間期 25,863株  16年３月期 25,752株 

②会計処理の方法の変更   有 ・ ○無 
③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 

(2) 配当状況 

 
１株当たり 

中間配当金 

１株当たり 

年間配当金 

 

16年９月中間期 

15年９月中間期 

円  銭 

   0   0 

   0   0 

円  銭

――――― 

――――― 

16年３月期 ―――――  1,000  00 

 

 

(3) 財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 

16年９月中間期 

15年９月中間期 

千円 

3,306,972 

3,254,980 

千円

2,034,253 

2,005,488 

％ 

61.5 

61.6 

円   銭

79,357  63 

77,665  88 

16年３月期 2,965,658 1,998,972 67.4 78,200  93 

(注)①期末発行済株式数 16年９月中間期 25,634株  15年９月中間期 25,822株  16年３月期 25,562株 

②期末自己株式数  16年９月中間期   684株  15年９月中間期   386株  16年３月期   646株 

 

２ 16年３月期の業績予想(平成 16 年 ４ 月 １ 日～平成 17 年 ３ 月 31 日) 

     当社は業績予想を開示しておりません。 
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３ 中間財務諸表 

（１）中間貸借対照表 

  
当中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

前中間会計期間末 
(平成15年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成16年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(千円) 
構成比
（％）

金額(千円) 
構成比
（％）

金額(千円) 
構成比
（％）

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産     

１．現金及び預金   282,429 466,545  466,224 

２．受取手形   3,044 －  － 

３．売掛金   199,354 255,415  226,495 

４．貯蔵品   － 223  － 

５．短期貸付金   1,307,595 1,359,835  1,183,794 

６．その他   194,934 146,015  158,334 

貸倒引当金   △10,966 △51,583  △14,316 

流動資産合計   1,976,392 59.8 2,176,451 66.9  2,020,532 68.1

Ⅱ 固定資産     

１．有形固定資産     

(1）建物  19,144 18,904 19,144  

減価償却累計額  5,910 13,234 3,302 15,601 4,725 14,419 

(2）車両運搬具  8,103 8,103 8,103  

減価償却累計額  5,196 2,906 3,834 4,268 4,644 3,458 

(3）工具、器具及び
備品 

 215,468 205,761 209,325  

減価償却累計額  143,177 72,291 110,551 95,210 130,350 78,975 

(4）建設仮勘定   15,400 －  － 

有形固定資産合計   103,832 3.2 115,080 3.5  96,852 3.3

２．無形固定資産     

(1）ソフトウェア   115,774 139,681  118,434 

(2）電話加入権   1,224 1,224  1,224 

無形固定資産合計   116,998 3.5 140,905 4.3  119,658 4.0

３．投資その他の資産     

(1）関係会社株式   759,786 451,536  428,999 

(2）その他   358,929 371,174  302,432 

貸倒引当金   △16,916 △13,416  △13,416 

投資その他の資産
合計 

  1,101,799 33.3 809,294 24.9  718,015 24.2

固定資産合計   1,322,630 40.0 1,065,279 32.7  934,526 31.5

Ⅲ 繰延資産     

１．社債発行費   7,950 13,250  10,600 

繰延資産合計   7,950 0.2 13,250 0.4  10,600 0.4

資産合計   3,306,972 100.0 3,254,980 100.0  2,965,658 100.0
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当中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

前中間会計期間末 
(平成15年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成16年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(千円) 
構成比
（％）

金額(千円) 
構成比
（％）

金額(千円) 
構成比
（％）

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債     

１．買掛金   8,085 9,750  8,303  

２．短期借入金   300,000 224,000  24,000 

３．１年以内返済長期
借入金 

  60,000 60,000  60,000 

４．未払消費税等 ※１  6,378 8,591  11,558 

５．未払法人税等   43,859 48,846  － 

６．その他   89,344 63,217  62,754 

流動負債合計   507,667 15.4 414,406 12.7  166,617 5.6

Ⅱ 固定負債     

１．社債   600,000 600,000  600,000 

２．長期借入金   150,000 210,000  180,000 

３．その他   15,051 25,086  20,069 

固定負債合計   765,051 23.1 835,086 25.7  800,069 27.0

負債合計   1,272,719 38.5 1,249,492 38.4  966,686 32.6

     

（資本の部）     

Ⅰ 資本金   1,053,233 31.8 1,048,000 32.2  1,048,000 35.3

Ⅱ 資本剰余金     

１．資本準備金  312,025 906,791 906,791  

２．その他資本剰余金  600,000 － －  

資本剰余金合計   912,025 27.6 906,791 27.9  906,791 30.6

Ⅲ 利益剰余金     

１．中間（当期）未処
分利益 

 191,063 110,644 159,322  

利益剰余金合計   191,063 5.8 110,644 3.4  159,322 5.4

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

  775 0.0 45 0.0  544 0.0

Ⅴ 自己株式   △122,844 △3.7 △59,993 △1.9  △115,686 △3.9

資本合計   2,034,253 61.5 2,005,488 61.6  1,998,972 67.4

負債・資本合計   3,306,972 100.0 3,254,980 100.0  2,965,658 100.0
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（２）中間損益計算書 

  
当中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額(千円) 
百分比
（％）

金額(千円) 
百分比
（％）

金額(千円) 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   480,616 100.0 523,923 100.0  1,024,508 100.0

Ⅱ 売上原価   145,146 30.2 171,102 32.7  336,808 32.9

売上総利益   335,469 69.8 352,821 67.3  687,699 67.1

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

  237,510 49.4 266,005 50.7  519,069 50.6

営業利益   97,958 20.4 86,816 16.6  168,630 16.5

Ⅳ 営業外収益     

１．受取利息  9,421 12,254 23,152  

２．投資有価証券売却
益 

 4,145 － －  

３．その他  778 14,345 3.0 1,025 13,280 2.5 5,047 28,200 2.7

Ⅴ 営業外費用     

１．支払利息  3,632 4,884 9,060  

２．社債利息  4,141 3,474 7,627  

３．株式関連費  5,601 4,676 8,900  

４．その他  2,650 16,025 3.4 2,754 15,789 3.0 5,594 31,181 3.0

経常利益   96,278 20.0 84,307 16.1  165,648 16.2

Ⅵ 特別損失     

１．固定資産除却損  6,965 － －  

２．投資有価証券評価
損 

 1,238 12,208 24,488  

３．貸倒引当金繰入額  － 38,371 3,815  

４．役員退職金  11,000 － －  

５．その他  － 19,203 4.0 － 50,579 9.7 1,337 29,641 2.9

税引前中間（当期）
純利益 

  77,074 16.0 33,727 6.4  136,007 13.3

法人税、住民税及
び事業税 

 40,573 48,954 11,665  

法人税等調整額  △20,802 19,771 4.1 △23,940 25,013 4.7 66,949 78,615 7.7

中間（当期）純利
益 

  57,303 11.9 8,714 1.7  57,392 5.6

前期繰越利益   133,760 101,930  101,930 

中間(当期)未処分
利益 

  191,063 110,644  159,322 
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（中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項） 
1. 資産の評価基準及び評価方法 （1）有価証券 

  満期保有目的の債券 

   償却原価法（定額法） 

  子会社株式 

   移動平均法による原価法 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は、移動平均法により算定） 

   時価のないもの 

    移動平均法による原価法 

 （2）デリバティブ 

  時価法 

2. 固定資産の減価償却の方法 （1）有形固定資産 

  定率法を採用しております。なお、主な耐用年数については下記のとおり、また、残

存価額については取得価額の10％としております。 

  建物：８年～15年 

工具、器具及び備品：２年～10年 

 （2）無形固定資産 

  ソフトウェア（自社利用）については、自社における利用可能期間（５年）に基づく

定額法を採用しております。 

3. 引当金の計上基準 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見積額を計上してお

ります。 

4. リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転するものと認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

5. ヘッジ会計の方法 （1）ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によっております。 

 （2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段 … 金利スワップ 

  ヘッジ対象 … 借入金 

 （3）ヘッジ方針 

  借入金の金利変動リスクをヘッジする目的で行っております。 

 （4）ヘッジの有効性評価の方法 

特例処理によっている金利スワップであるため、有効性の評価を省略しております。

6. 消費税等の会計処理 (1）繰延資産の処理方法 

  社債発行費 

   ３年均等償却を行っております。 

 (2）消費税等の処理方法 

  消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
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（表示方法の変更） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

  （中間貸借対照表） 

───── 「有価証券」は、資産の総額の 100 分の 5以下となっている

ため、当中間期末より流動資産の「その他」に含めて表示する

こととしました。 

「投資有価証券」は、資産の総額の 100 分の 5以下となって

いるため、当中間期末より投資その他の資産の「その他」に含

めて表示することとしました。 

「長期未払金」は、負債及び資本の合計額の 100 分の 5以下

となっているため、当中間期末より固定負債の「その他」に含

めて表示することとしました。 

なお、当中間期末の「有価証券」の金額は 22,458 千円、「投

資有価証券」の金額は 66,148 千円、「長期未払金」の金額は

25,086 千円であります。 

 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

当中間会計期間末 
（平成 16 年９月 30 日） 

前中間会計期間末 
（平成 15 年９月 30 日） 

前事業年度 
（平成 16 年３月 31 日） 

※1. 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、未払消費税等として表示して

おります。 

※1. 消費税等の取扱い 

同 左 
───── 

 

 

（中間損益計算書関係） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

1. 減価償却実施額 1. 減価償却実施額 1. 減価償却実施額 

有形固定資産     15,259 千円 有形固定資産     20,775 千円 有形固定資産     42,807千円

無形固定資産     24,231 千円 無形固定資産     27,014 千円 無形固定資産      54,843千円
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（リース取引関係） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

１．リース物件の所有者が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の所有者が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 
 

 

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円） 

建物 4,330 2,742 1,587 

工具、器具
及び備品 

18,402 16,706 1,695 

合計 22,732 19,449 3,283 

  

 

 

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額
（千円）

建物 4,330 1,876 2,453

工具、器具
及び備品 

18,402 13,026 5,376

合計 22,732 14,902 7,830

  

 

 

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

期末残
高相当
額 
（千円）

建物 4,330 2,309 2,020

工具、器具
及び備品 

18,402 14,866 3,536

合計 22,732 17,175 5,556

  
(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 
 

１年内 2,733千円

１年超 786千円

合計 3,519千円
  

 
１年内 4,726千円

１年超 3,518千円

合計 8,245千円
  

 
１年以内 4,317千円

１年超 1,585千円

合計 5,903千円
  

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 
 
支払リース料 2,478千円

減価償却費相当額 2,273千円

支払利息相当額 94千円
  

 
支払リース料 2,478千円

減価償却費相当額 2,273千円

支払利息相当額 178千円
  

 
支払リース料 4,957千円

減価償却費相当額 4,546千円

支払利息相当額 314千円
  

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

同左 同左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利息法によってお

ります。 

同左 同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料  
１年内 2,663千円 

１年超 5,508千円 

合計 8,171千円 
  

 
１年内 1,654千円

１年超 827千円

合計 2,482千円
  

 
１年以内 3,490千円

１年超 6,426千円

合計 9,916千円
  

 

（有価証券関係） 
  当中間会計期間、前中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても、子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

はありません。 

  



－7－ 

（重要な後発事象） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

 平成 16年 10 月 14 日開催の当社取締役

会の決議に基づき、次のように株式分割

による新株式を発行しております。 

───── ───── 

１．平成16年12月20日をもって普通株式１株に

つき３株に分割します。 

 (1）分割により増加する株式数 

   普通株式   52,636株 

 (2）分割方法 

   平成16年10月31日最終の株主名簿及び

実質株主名簿に記載又は記録された株主

の所有株式数を、１株につき３株の割合を

もって分割します。 

  

２．配当起算日 

  平成16年10月１日 

  

   

 
 


